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専門 日本語教育の10年 と今後の課題

―日本語教育の立場か ら―

仁科喜久子※

「専門日本語教育」誌創刊10周年に当たり、この10年 の社会の流れに沿って、本誌を総覧 しなが ら10年問の成果

として研究仲間作 り、海外の研究者 とのつながり、アカデ ミック ・ジャパニーズとの関係、ビジネス目本語 との関

係、教授法 と教材の開発、人材養成、新 しい分野の開拓の7項 目を点検する。点検の結果から、学際的、国際的な

連携を取 りつつ、重要な課題に取 り組んできたが、発信 した多 くの情報や提言は、まだ十分に社会に伝わっていな

いと考えられる。特にアカデ ミック・ジャパニーズとこの範疇か らはみ出している領域へのサポー ト、またビジネ

ス日本語教育分野への情報発信など重要な課題があ り、本誌を支える 「専門日本語教育学会」の潜在能力が社会に

対して発揮 され るよう、会員には積極的な行動が期待される。
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1.は じめ に

1999年 「専門日本語教育研究」創刊号の巻頭言で

大坪一夫初代会長は専門日本語の研究の目的は 「現

実の社会の中で 日本語を使ってある目的を達成 しよ

うとしている人々を支援する効果的な方法を開発」

することにあると述べている1)。私は本学会創設創

生期から諸先輩の薫陶を受けつつ、会員 として活動

に参加 してきた。また、本誌第3号 からは編集幹事 と

して編集に携わってきた。本稿では、上記の大坪前

会長の言を 「専門日本語教育研究」の前提 として、

この10年 を見てきた時間の流れの中で、掲載内容を

見ながら、我々がこの 目的をどこまで達成 したか振

り返ることで、問題点を探 り、今後の在 り方を検討

することとする。

2.社 会 の 流 れ と10年 間 の 成 果

この数年 、経済 、文化 、社会 のグローバル化 につ

いての議論 が盛 んになっている。 グローバル化 の評

価指標 によって は、 日本 が欧米 よ り後、 さらにアジ

アの国々 よ りはるかに後 になってい るもの もあ る2)。

今か ら20年 前に遡 り日本が 日の出の勢いで あった頃

※東京工業大学教授留学生センター/社 会理工学研究科人

間行動システム(併任)・ 教授

には、科学技術及び経済発展の手法を日本から学ぶ

必要があると考えていた米国の大学の中で、MIT、ワ

シン トン大学をはじめ複数大学が「科学技術 日本語」

のカ リキュラムを開講 した3)。しかしながら、1990

年代初頭のバブル崩壊後の日本経済の相対的な地位

の後退 とともに、日本はグローバル化社会の中で、

再び追いついてい く立場になってきた。

一方、 日本国内では、少子化社会による人材不足

が憂慮されている。優秀な人材を確保 して、世界の

流れに遅れを取らないようにすることが重要な政策

になっている。この状況の中で 「留学生30万 人計画」

が謳われ、各大学は優秀な留学生の獲得戦略を展開

している。 ここ数年は 日本語の壁ゆえに優秀な留学

生が確保できないとい う考えから英語による大学教

育の充実が試行 され始めている。この状況の中で「専

門 日本語教育」誌は、社会にどのような貢献をし、

今後どういう方向に行 くのか、10周年を機に検討 し

てみたい。ここで、本誌の成果について下記のよ う

な7項 目を考えてみた。

研究仲間作 り、海外研究者 とのつなが り、アカデ

ミック ・ジャパニーズ との関連、 ビジネス 日本語 と

の関連、教授法と教材の開発への貢献、および人材

の養成である。次節以下、これ らの項 目について検

討する。



2.1研 究仲間作 り

会員 の背景 として多様 な学際性 をもってい る点に

本学会 の特色が ある。初代大坪一夫会長は、 日本語

教育 、二代 目古城紀雄会長 は材料 工学 が専 門で ある。

学会誌 の根幹 となる編集委員会は工学系研 究者 と 日

本語教育研究者 の双方 か ら構成 されてい るが、 これ

には次 のよ うな経緯 がある。

1992年1月 には第1回 大阪大学留学生教育 ・支援協

議会 が古城現会長主導 の下 に開催 された4)。大学で

学ぶ 工学系留学生 の 日本語能力が研 究 目的 を達成 す

るためには不十分 であるこ とか ら、工学系教員 と 日

本語教 育教員 の協力体制の必要性が求 められて開催

された会議 であった。 その後、 この協議 会 は1998年

まで継続 し行 われ 、1999年3月 に 「専 門 日本語教育研

究会」 を立 ち上 げるに至 ったので ある。 さらに2005

年4月 に 「専門 日本語教育学会 」と名称 を改 めて現在

に至っている。 「専 門 日本語教育研究」誌は、 「専

門 日本語教育研究会」発足 と共 に、ISSNコ ー ド

1345-1995を 取得 し、 山崎信寿編集 委員 長の下で第1

号 が刊行 され た。以来、毎年1回 発行 され 、第10号 に

至 った。 この10年 間会員数 は、70名 か ら160名 へ と2

倍 以上 に増加 した。現会員の構成は、大学 日本語教

育関係者 が大 半を占め、理工系研究者 、行政組織職

員 、研究員 、大学院生 な どと多様であ り、 「専門 日

本語教 育」 をめ ぐる様 々な検討が行 われ る集 団 とな

っている。 「専 門 日本語教育研究会」は小 さい集 団

なが ら、10年 間継続 した ことか ら、社会 的なニーズ

によって必然的 な意味が あ り続けた と考 え られ る。

2.2海 外研究者 とのつなが り

1994年 春 に はUS-Japan Seminar The State of

 Teaching Japanese to Scientist and Engineersが

ピッツバー グ大学で開催 され 、本 学会前 身の研 究会

メンバーか らは古城 会長、 山崎信寿編集幹事 をは じ

め数名 が参加 してい る5)。 これ を受 けて同年 に 「専

門 日本語教 育の今後 の展 開」 と題す る議論 が行 われ

た。それか ら5年 後、筒井道雄(1999)は 、米 国にお い

ては 日本経済 の衰退 とともに国際コ ミュニケー シ ョ

ン能力の一つ としての 日本語能力養成 へ移行 したこ

とについて述べ ている。米 国にお ける 日本語能力養

成 に対す るニー ズは経済 の動 きによって変化 して き

た といえる。現在は、経済の向上がめざま しいアジ

ア諸国において 日本企業のための人材養成が注 目さ

れ、専門 日本語教育への関心が高まってきた。 とり

わけ中国高等教育機関では自国で教材 を開発 し、人

材 を養成す る研 究を行ってい ることが、李篠平

(2003)、 杜鳳剛(2005)、 張威(2007)ら の報告

からも分かる。また宮原(2007)の ベ トナムからの

報告でも同様の傾向が推測される。本誌が、このよ

うに欧米、アジアの専門 日本語の貴重な声を聞き、

社会に情報を伝えてきたことは、大きい成果の一つ

として認めてよい。

2.3ア カデミック ・ジャパニーズとの関連

アカデ ミック ・ジャパニーズとい う用語は1999年

の 「日本留学のための新たな試験」調査研究協力者

会議において言及 されるようにな り4)、2002年に 日

本学生支援機構(JASSO)が 開始 した 「留学試験」の

中で 「目本語」試験について 「日本の大学での勉学

に対応できる日本語力(ア カデミック ・ジャパニー

ズ)を 測定する」とい う説明で公示 されている2)。

JASSOの アカデミック・ジャパニーズの範疇を示す図

によると、専門知識や専門語 に触れずに 日本語で研

究するための基礎能力をみるとい うように解釈でき

る2)11)。留学試験 「日本語」によって選抜された留学

生の大学教育での評価は早計には明確に出来ないが、

「専門知識に触れずに 日本語で研究する」ための学

力調査のためのシラバスが存在するかどうか疑問が

残る。

一方
、本誌に掲載 された論文をみると、理工系留

学生を対象 とするニーズ分析、テキス トの分析、授

業分析、 日韓理工系学部留学生受け入れのコースウ

ェア、教材開発、作文指導などがある。理工系以外

のものでは、法学、経済学、社会学などのテキス ト

分析を通 しての留学生の日本語能力養成方法の研究

が複数ある。これ らの多 くは留学生が大学や大学院

に入学後に直面 している日本語指導対策である。留

学生が実際に読む論文を対象に専門語彙、文型、表

現、談話構造を分析 し、授業時の作文誤用例か ら観

察 した指導方法の検討などから留学生に必要なシラ

バス、教材の構造を明 らかにしている。これ らの調

査結果をもとに、大学院における日本語スキルの最



終 目標 を定め、大学入学時までの全体構造を傭轍し

ては じめて、大学生あるいは大学院生に必要な 日本

語知識が裁定 されると考えられる。このような研究

はアカデ ミック ・ジャパニーズにとっても必要な研

究として高く評価 されるものであり、本誌の成果 と

して認められる。

2.4ビ ジネス日本語との関連

現在 「産業競争力強化高度人材育成事業アジア人

財資金構想」が経済産業省 によって推進 されている。

このプログラムの 目的はアジアの優秀な留学生を確

保 し、その後企業の人材 となるように養成するため

のプログラムであ り、その中でビジネス 日本語が教

授 される12)。 「ビジネス 日本語」の内容には、相手

との関係や場面に応 じた表現方法、ビジネス文書の

読解作成能力なども含まれる。

米国におけるTechnical Japaneseの 定義としては、

「ビジネス活動のための 日本語」を含めることもあ

る3)。本誌でも専門 目本語の範囲ができるだけ広 く

及ぶように考えてお り、国内や海外のビジネス日本

語の動きを示す記事 も掲載 している6)7)8)14)。

2.5教 授法 と教材の開発への貢献

10年間に掲載 された本誌論文および報告書は各号

平均7件 程度であるが、いずれ も日本語教授法 と教材

開発を念頭に調査分析が行われている。中でも理工

系の語彙、文型、ディスコース分析が先行 している。

これは本学会の発足以来の経緯にも関連があるが、

他にも法律、経済、医学系のテキス ト分析や教授法

が見られ、専門日本語において様々の分野の成果が

認められる。

2.6分 野人材の養成

本誌が掲載する論文の査読は、非常に厳 しいとい

う声が聞こえてくる。年に1回 の刊行にむけて投稿原

稿は会員数の10パ ーセン ト程度であ り、全会員数か

らみると、多いとはいえない。私 も編集幹事 として

関わっていて、厳 しいや り取 りが行われ ることを知

っている。しかし、送 り届けられた原稿をめぐって、

編集者全員が、査読者、投稿者 との間で議論をする

ことで、お互いが大いに学びあってきた。そ して、

厳 しい査読に一時は落胆 しなが ら、真剣 に再挑戦す

る姿勢から成長する投稿者の姿を見てきた。学会設

立の目的は研究交流の場を作ることであるが、同時

に後進を育成することでもある。年1回 の研究討論会

は、第1回 か ら第6回 までは大阪大学に依存 していた

が、第7回 群馬大学、第8回 東京農工大学、第9回 九州

大学と他の大学でも開催 された。会員が自主的に運

営する意識が育ちつつあるといえる。運営に携わる

幹事 もできるだけ広 く参加を呼びかけたことで、有

能な人材の開拓もされてきた。会員数 も70名 か ら2

倍以上になり、人材の発見の可能性もますます拡が

ったといえる。本学会は、10年 を通 して、研究に対

する真摯な姿勢を共有することに評価 され るべき成

果があった と考える。

2.7新 しい分野の開拓

様々な教育機関で農業、商業、工業などの研修者、

外交官、司書など日本語運用が必要 とされる外国人

のための 日本語教育の開発を今 日までに行ってきて

いる13)。また、一方では当初予想 されなかった分野

が時代の流れの中で現れてくる。2004年 の日本 とフ

ィリピンの自由貿易協定交渉にはじま り、アジア諸

国の外国人看護師、介護士受け入れの施策が進んで

いる。本誌では、法律、医療分野などの分野にも視

野を拡げてきた。これらの分野にも 「現実の社会の

中で 日本語を使ってある目的を達成 しようとしてい

る人々」1)がいるからである。このように新 しい分

野における 「支援する効果的な方法の開発」1)に注

目してきたことも成果 としたい。

3.今 後 の 「専 門 日本 語 教 育研 究 」 の 課 題

と対 策

前章では 「専門日本語教育研究」誌の成果を7つ

の視点か ら検討 し、それぞれの項目で成果 を得たこ

とを述べた。

一方
、グローバル化に直面している現在の日本で

は、国際大学院を設立し、外国人 ・日本人に対 して

英語で講義 し、英語で論文を書 くことで学位を取得

されることで、先進諸国に後れを取るまい とする政

策が進んでいる。大学院博士前期課程以上の留学生

は日本語が必須でないとい う傾向は以前か らあり、

今後はさらにこの傾向が強まるようにも思えるが、

果た してそ うであろうか。 「留学生30万 人計画」が



実施 される大学の現揚においてすべてが英語による

教育でおこなわれるとは考えられない。

ワシン トン大学Technical Japanese Programホ ー

ムページ13)には次のような記述がある。

日本の工業技術は学ぶ価値がある。非常に重要

な事柄が特許文、技術報告、インターネットな

ど日本語で書かれている。また、ビジネスには

コミュニケーシ ョンが第一であり、日本 とのビ

ジネスに成功 しようと思えば、目本語の習得が

必要である。(英語原文要約)

国外の機関でもこのような考えで日本語教育が行

われている。まして、 日本国内のアジア人財養成コ

ースなどではさらに高度な日本語教育が要求 される。

これほど特化 されていなくても、技術や ビジネスを

学ぶために来 日し、卒業後に留学経験を活かして仕

事に就 こうとする学生にとっては様々なバ リエーシ

ョンによる専門日本語が必要である。

春原(2006)は 、専門日本語の領域、 目標などにつ

いて将来の在 り方 も考察 しつつ、広 く示唆のある言

及をしている。本稿では、文頭にあげた大坪前会長

の専門日本語の定義に沿って検討 した結果、「現実の

社会の中で 日本語を使ってある目的を達成 しようと

している人々を支援する効果的な方法を開発」 とい

う言に矛盾はなく、我々はこの射程に沿って活動を

進めてきた といえる。

4.結 び

本稿では、 「専門 日本語教育研究」誌の10年 間の

流れを追いなが ら、その成果を点検 した。グローバ

ル化の動きの中で、我々の学会誌は使命に向かって

成果をあげてきた。 しか し、我々の学会が有 してい

る潜在的な能力は過小評価 されていると思われる。

次の10年 には、今 日まで行ってきた真摯な方法を受

け継 ぎつつ、 「専門日本語」 という分野の必要性が

認識 され、さらに広 く社会に有効に貢献できるよう

な体制作 りが期待 される。
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